（別紙様式１）
平成２４年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:外国人介護福祉士候補者日本語習得支援事業費補助金（国補） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　    　　　　健康福祉部高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2601）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,340千円　（前年度予算額：8,460千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人介護福祉士候補者の円滑な就労・研修を支援するため、候補者を受け入れた施設が実施する日本語学習や介護技術学習に必要な経費を補助する。
	２　所要経費


　@235千円／人×候補者数44人（←36人）＝10,340千円（国庫10/10）　
　（24年度候補者受入推定人数　10人）
	これまでの取組と成果


	１　これまでの取組状況


　平成20年7月　日本・インドネシア経済連携協定発効。候補者の就労・研修開始。

　平成20年12月　日本・フィリピン経済連携協定発効。候補者の就労・研修開始。

現在県では、12施設において34人の候補者を受け入れている（予定を含む）。
　【候補者受入れ状況】　　　　　（人）　　　　【受入施設状況】　　　　（カ所）
	
	インドネシア
	フィリピン
	合計

	20年度
	5
	0
	5

	21年度
	5
	6
	11

	22年度
	6
	4
	10

	23年度
	5
	3
	8

	合計
	21
	13
	34

	
	インドネシア
	フィリピン
	合計

	特養
	7
	2
	9

	老健
	1
	2
	3

	合計
	8
	4
	12


　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※23年度は、平成24年1月受入れ予定。
	２　これまでの取組に対する評価


　県では、平成22年から同様の補助を開始。候補者の介護福祉士国家資格取得を支援している。
　候補者の在留期間は4年間で、この間に介護福祉士資格を取得しなければ、帰国することとなっている（一部除外あり）。介護福祉士国家資格の合格率が50％前後である中、候補者は日本語で受検しなければならず、専門用語の理解に加え漢字の習得が困難であり、候補者の資格取得は難しい状況である。
　現在県では、国要望により、国家試験合格の支援や受入施設の経済的負担の軽減を求めている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	8,460
	8,460
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	10,340
	10,340
	
	
	
	
	
	
	

	決定額
	10,340
	10,340
	
	
	
	
	
	
	


